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はじめに
　資本とは循環しながら自己増殖する価値の運動体であり，貨幣と商品が生
産と流通の二過程を継起的に経過しながら増殖するもののことである。資本
の概念規定において生産過程は，商品が生産され，価値と剰余価値が創造さ
れる過程であることから最も基底的な契機とされるのである。しかし，生産
された商品は販売され，剰余価値は利潤として実現されねばならないのであ
り，商品の販売を通してのみ生産のために投下された貨幣，前貸し資本がよ
り大なる貨幣として，利潤を伴なうものとして回収されることになり，資本
として生成することになるのである。その意味では生産過程と同様に流通過
程も資本概念を規定する不可欠の契機とされねばならないのである。価値
は，貨幣としてはいつでも転換されうる形態にあるのであるが，商品として
は「直接的交換可能性の姿」，「いつでも出動できる活動性の姿」（Kap．2
120）を貨幣への転化によってはじめて受取ることができるのであり，それ
故に，商品の貨幣への転化とは，「商品の命がけの飛躍」（Kap．1111）として
の意味をもつものとされ，「一般的社会的過程」（Kap．192）として規定され
るのである。商品の販売は，「資本の変態の最も困難な部分」（Kap．2120）
であるが故に資本生成の決定的な契機とされねばならないのである。「単な
る貨幣」の資本としての生成は，生産と流通の二過程を順次に運動すること
において可能となるのである。その点において．1生産と流通が夫々社会的再
生産過程を構成する不可欠の過程とされるのである。
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　産業資本が近代ブルジョア社会を総括する運動体でありえたのも，それが
その内部に剰余価値の生産過程を含んでいたことによるのであり，自立的な
再生産の原理を内蔵していたことによるのである。その点から生産過程の決
定的重要性が強調されてきたのである。しかし，そのことは流通過程が生産
過程に全く従属するものとして現われ，商業資本は産業資本においてのみ根
拠付けられ，それから派生したものとして従属性においてのみ規定されると
いうことではない。産業資本に根拠づけられ，規定されながらも，商業資本
は資本主義の発展そのことによってまさしく資本それ自体として相対的に独
自的な運動を展開するにいたるのである。それが大洪水以前的な姿における
商業資本と資本主義素生産の下におげる商業資本との基本的な相違点であ
る。この商業資本の資本主義的に規定された独自的運動を如何に評価すると
いうこと，これが商業資本論の問題の重要点であるといえよう。
　ところで，マルクスは，商品価値の実現，流通過程における商品の売買操
作は，商品価値の単なる形態転換であり，そのような操作は価値や剰余価値
を創造するものではないとして，次のように指摘している。
　「流通過程は総再生産過程の一段階である。だが流通過程では，何等の価
値も，従って又何等の剰余価値も，生産されない。同一分量の価値の形態変
化が生ずるだけである。事実上，商品の姿態変換以外には何も生じないので
あって，この姿態変換は，かかるものとしては，価値創造又は価値変化とは
何の関係もない。生産された商品の販売に際し剰余価値が実現されるとすれ
ば，それはけだし，この剰余価値が既にその商品中に実存するからである」
（Kap．3　310）．
　ここで，流通過程は極めて特異な位置に置かれているのである。流通過程
が社会的再生産過程の一段階であり，社会的分業の一分肢を構成するという
ことは，「社会的総労働の諸環」（Kap．178）を形成するということである。
しかし，そのことは同時に流通過程それ自体は，私的労働が社会的労働とし
て実証される過程であるが，その実証のための操作従って，商業労働自体も
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同時に社会的労働として実証されるということに他ならないのである。それ
故，流通過程が社会的再生産過程の一段階として規定されるということは，
流通機能のために支出された労働は，価値形成的性格をもつものとしての規
定を受けるということなのである。しかし，それにもかかわらず，マルクス
は，商品の販売，商品価値の実現は価値姿態の変換にすぎないが故に，価値
量にして変化がないものとして，流通過程において投下される労働（＝商業
労働）は価値も剰余価値も形成しない労働として，不生産的労働として規定
するのである。そこでは，資本主義的に経営される商業といえども「貨幣の
資本への転化」を論じる際に，商品流通の純粋な形態は，「等価物の交換」で
あり，「価値を増やす手段ではない」（Kap．1166）として規定された単純な
商品流通における機能といささかの相違もないとされているのである。商品
の売買操作それ自体は社会的再生産過程の一契機であり，それに投下された
労働は，社会的労働の一分肢として規定されるにも関わらず，商業労働は価
値や剰余価値を形成しないとして規定されているのである。それは，商業資
本の資本としての自立的運動が問題にされるのではなく，産業資本の派生形
態としての商業資本の本質的規定のみが一面的に強調されることの結果であ
るといえよう。
　ところで，！985年の「産業連関表」’によると商業部門（卸売り，小売り）
の生産額は，61．4兆円，付加価値は40．0兆円，営業余剰は9．1兆円で
ある。これに対して，産業資本に対応する製造業部門全体としては，夫々
291．1兆円，94．2兆円，17．2兆円である。又経済全体としては夫々
668。4兆円，321．2兆円，76．9兆円である。製造業と商業の比率は，生
産額については，4．74’t加価値については2、35，営業余剰については
1．89である。両者の間の営業余剰（利潤に相当）の比率が極めて小さいと
いうことは，商業部門における営業余剰率の相対的な高さを示すものであ
る。ここで，商業が製造業に従属するものとすれば，それは，商業の少くと
も付加価値が製造業の営業余剰から控除されたものであるということにな
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る。即ち，製造業の営業余剰については，商業のための控除が40．0兆円であ
るのに対し，自から取得するものが17．2兆円ということである。それは極め
て異常な実体であるといえよう。いずれにせよ，このような商業部門と製造
業についての利潤創出の状況は，商業資本と産業資本との関係規定を単に従
属性として把握することはむしろ誤りであることを示しているものといえよ
う。それは現実経済の構造と動態を論ずるに際して商業資本の独自的活動が
再検討されねぽならないということでもある。
　本稿では，以上のような問題意識の下で産業資本の運動の一段階である流
通過程の機能を集中的，専門的に遂行するものとして自立した商業資本は，
その利潤を如何にして取得することができるのか，商業資本が雇傭する商業
労働者の賃金は如何に回収されるのか，そこでの搾取とはどのように説明さ
れうるのかということについて従来の所説における問題点を検討してみよう
とするものである。
1）商業資本の機能について
　商業資本とは，流通過程の内部でのみ運動する資本であり，産業資本が本
来は担うべき商品の売買操作の機能が，「ある特殊な資本の特殊な機能とし
て独立化され，分業によってある特別な種類の資本家に割当られた機能とし
て固定され」（Kap．3297）たものである。商業資本の機能は，「産業資本の
流通過程を媒介する仕事」を「商品の不断の売買」（Kap．3304）において行
なうことにあり，「売るための買い」（Kap．3312）＝「再販売購入」という
ことである。即ち，「商人が行なう操作はおよそ生産者の商品資本を貨幣に
転化するために行なわれなければならない操作，即ち流通・再生産過程での
商品資本の機能を媒介する操作以外のなにものでもない」（Kap．3300）と
いうことである。産業資本の一機能，販売を分担することにおいて商業資本
が資本として自立化し，価値増殖をおこない，資本として運動することにな
るのである。それ故，商業資本の運動の狛自性もこの産業資本の一機能を遂
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行ずる限りにおいてのみ指摘されうることなのであり，その意味では商業資
本は，産業資本の運動の基礎の上で相対的にのみ独自的な運動を展開するこ
とになるのである。（1）
　ところで，マルクスは，商業資本の機能について「商品取引資本」の総括
として次のようなものであるとしている。
　「このような（商品の）変態に流通期間がかかる限りでは，この期間は価
値創造の制限である。そして剰余価値は，利潤率としては流通期間の長さに
丁度反比例するものとして表わされるであろう。それ故，商人資本は価値も
剰余価値も創造しないのである。即ち，直接には創造しないのである。商人
資本が流通期間の短縮に役立つかぎりでは，それは，間接には，産業資本家
の生産する剰余価値を増やすことを助けることができる。商人資本が市場の
拡張を助け資本家達の問の分業を媒介し，従って資本が一層大きな規模で作
業することを可能にするかぎりでは，その機能は産業資本の生産性とその蓄
積とを促進する。それが流通期間を短縮するかぎりでは，それは前貸し資本
にたいする剰余価値の比率，つまり利潤率を高くする。それが資本の一層小
さい部分を貨幣資本として流通部面に拘束する限りでは，それは資本のうち
の直接に生産に充用される部分を増大させる」（Kap．3310～1）。
　ここでは，商業資本の機能が二様におけるものとして規定されているので
ある。流通期間は，価値創造に対しての制限をなすものであるが，商業資本
の第一の機能とはその流通期間を短縮することにあるということである。流
通期間が短縮されることによって，流通過程において拘束される資本が減少
（1）河西勝氏は，マルクスの商業資本の規定について，次のように指摘されている。「マル
　クスは商業資本については実際には何も明らかにしてない」のであり，それは「商業資
　本の運動のモメントの分化，独立によって成立するとするいわゆる発生論的な展開方
　法に原因があった」とされ，かくて，「商業資本の『商品取引資本』としてのマルクスの
　規定は単に無内容であるというだけではなく，商業資本の原理的解明にとってはむし
　ろ有害な方法である」（「マルクス商業資本論の難点について」『経済論集』［北海学園
　大］27－2，1979年，64頁）と帰結されている。
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し，それだけ生産的に機能する資本が増加することになるのであり，それが
間接的にではあれ，剰余価値の生産を増加させ，利潤率を高くすることにな
るということである。これに対して商業資本の第二の機能は，市場を拡大す
るということである。市場が拡張されることによって大量生産が可能になる
のであり，それはまた同時に，産業資本における蓄積を促進することになる
ということである。然るに，この二様の機能は，その性格を異にしているの
である。第一の機能は，産業資本の一機能を分担し，代位する限りにおける
ものであり，極めて受動的性格の強いものである。しかし，第二の機能は，
産業資本に対して能動的性格をもつものである。第一の機能が強調されるこ
とによって，商業資本の産業資本への従属性が帰結されることになるのであ
り，第二の機能が強調されることによって逆に商業資本の産業資本に対して
の主導性が帰結されることになるのである。商業資本が単に産業資本の一分
肢として派生したものでありながら，その商業活動が資本主義的に行なわれ
るということ，従って，資本主義的独自性における商業資本の機能を総括的
に表現したものが，この二様の規定である。とはいえ，この二様の機能規定
がどのような連関において理解されるかということが問題なのであるが，そ
の点については，マルクスは何も述べていないのである。しかもマルクスに
おいては，「商品取引資本」において明確にされた商業資本の資本主義的独
自性が，次の「商業利潤」の考察においては，充分に生かされていないので
あり，むしろ第一の機能のみがそこでの主題とされているのである。
　更に，マルクスは，「商業利潤」の結論部分において，商業資本の機能が資
本増殖の部面に転化するとしている。
　「こうして二重化が行なわれる。一方では，商品資本と貨幣資本としての
（従って更に規定すれぼ商業資本としての）諸機能は，産業資本の一般的な
形態規定である。他方では，特別な資本が，従って又特別な部類の資本家が
もっぱらこれらの機能に従事している。このようにして，これらの機能が資
本増殖の特殊な部面になる。…　産業資本にとっては，流通費は空費とし
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て現われ，またそうでもある。商人にとっては流通費は彼の利潤の源泉とし
て現われ，この利潤は一一般的利潤率を前提すれば一流通費の大きさに比例
する。それ故，このような流通費のために必要な支出は，商業資本にとって
は生産的な投資なのである。従って又，商業資本が買う商業労働も，商業資
本にとっては直接に生産的なのである」（Kap．3332～3）。
　販売機能は本来産業資本に属する機能であり，価値増殖にとってはマイナ
スとして作用するものであるとしても，商業資本として自立化することに
よって，その機能が「資本増殖の特殊な部面」になるということである。産
業資本における機能としては，形態転換にすぎないとはいえ，それが「特別
な資本」によって遂行されるならば，資本増殖として現出するに至るという
ことである。流通費が産業資本においては「空費」であるとしても，商業資
本においては，利潤の源泉として規定されるということも，商業資本の自立
化によって独自的機能を遂行することとして理解されねばならないのであ
る。かくて，商業資本は，自立した資本として価値増殖を遂行するものとし
て規定されねばならないのであるが，それは単に産業資本の販売機能を分担
し，代位することによるのではなく，それらとは相違する市場拡大機能を遂
行することとして理解されねばならないものといえよう。
　ここで，商業資本の機能について二様の所説を検討しておこう。
　鈴木武氏は，「商業資本の機能は究極的には，総再生産過程によって内的
に規定されざるをえない」とはいえ，「商業資本は産業資本の流通資本その
ものではなく，産業資本に対していわば外的に独立している別個の特殊資本
として独自の機能を遂行するものとなっている」として，その機能の独自性
を強調され，商業資本の機能を「総体的機能」と「個別的諸機能」とにおい
て問題にされ，（2）次いで，鈴木氏は，商業資本の「総体的機能」を問題にする
場合，社会的総資本の再生産と蓄積にとって「消極的な機能」と「積極的な
（2）鈴木武r商業と市場の基礎理論』ミネルヴァ書房，1975年32～3頁。
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機能」とに区別することが必要であるとされる。前者は，「流通時間の短縮や
流通費用の節約」ということであり，価値形成にとっての制約要因としての
流通過程を縮小するというものである。これに対して，後者は，「社会的総資
本にとっての流通過程の規模，従ってまた市場規模の拡大をもたらすという
機能」のことである。（3）
　ここでは，「市場規模の拡大機能」について，それが「もとの産業資本の流
通資本の機能を単に代位するに留まるのではなく，外的に自立化している商
業資本によってのみ遂行される全く独自の機能である」とされていることが
重要であるといえよう。鈴木氏は，「商業資本の自立化によって生産と消費
の間の中間段階が社会的に拡大され」，それが「夫々の産業資本にたいする
需要の増大となって現われることになる」とされ，一方では，「市場に関する
豊富な：知識をもち販売技術に習熟した商人に売買および売買操作が集中され
ていること」を前提として流通時間の短縮や流通費用の節約によって価格を
低下させ，その「価格低下を媒介として販売促進，更には二品拡大1をもた
らすことになるのであり，他方では，「社会的総資本の流通代理人として売
買操作のための専門的技術を集中的に駆使することによっていわゆる需要創
造の役割を果たし，潜在的需要を現実化させることにより，社会的総資本の
ための市場を拡大し，その循環規模を一層拡大する」（4）ことになるとされて
いるのである。（5）
　ここで「市場規模の拡大」の機能とは，商業資本が自立化することによっ
てのみ獲得される機能であるということである。その場合，商業資本の雇傭
する商業労働老が依然として価値も剰余価値も創造しないものとして，商業
（3）同前，37～8頁。
　　尚，鈴木氏は，「流通時間の短縮」と「流通費用の節約」とを区別され，前者がより基
　本的な機能であり，後者は前者から派生的に生じる機能であるとされている。（同前）
　流通時間の短縮は，流通費用の節約を必然的に結果するとはいえ，流通費用の節約が流
　通時間の短縮をもたらすわけではないということである。
（4）同前，40頁。
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労働の不生産的性格を指摘するだけでは済まされないものといえよう。
　商業資本が自立的な特殊資本として規定されるのは，「市場拡大の機能」
を遂行することによるものであり，又，その機能は資本主義の発展と共に
益々強まることになるのであり，それによって産業資本における大量生産が
支えられることになるのである。しかし，このような所説に対して，商業資
本の機能を売買操作そのことに限定されようとするのは，赤掘邦雄氏であ
る。赤掘氏は，次のように指摘されているのである。
　「商人の本質的業務は商品を売買すること，もっと本質的には売買の合意
を取り付けることだけである。売買の合意を取り付けることによって，商人
は貨幣を商品に代え，また商品を貨幣と交換する。売買の合意を取り付ける
までには，市場における特定商品についての需要動向を調べたり，公告した
り，引合いを出したり値段と数量をとり決めたり，引き渡し方法や決済方法
など・，実に多くの事務的労働が必要であるが，これら一切を含めて最後的に
売手と買手との間に合意を成立させることが，商人的労働の内容である。商
人的業務によってつくりだされるものは，売買の核心としての商品取引の合
意にナぎない」（6）。
　赤掘氏は，流通過程における商人の機能とは「商品売買の合意」を形成
し，商品と貨幣との交換を行なうことに限定されるとされているのである。
それは，商品交換の価値実現の側面のみを商業資本の機能として規定すると
いうことである。「商品の物理的な引き渡し」とは，商品の使用価値の実現に
関わることであるが，赤掘氏においてはそれが次のように商業資本の機能と
（5）鈴木氏は，商業資本の「個別的諸機能」について次のように指摘されている。（1）基
　本的機能。「商人が売買を反復することによって社会的に生産と消費を結合する」とい
　う機能であり，それなくしては、r商業資本の本来的機能たる商品実現が不可能になる
　機能」（前掲書，46～7頁）のことである。これに対して，（2）副次的機能。商品実現
　にとって間接的な役割を果たすとされるものであり，金融機能，危険負担機能。（同前，
　50頁）
（6）赤掘邦雄r価値論と生産的労働』三一書房，1971年，220～1頁。
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は区別される保管，運輸として規定されているのである。
　「商品の物理的な引渡業務は商業そのものとは異なる社会的労働時間であ
るから運送業や通運業が商業以外の職業分野として成立し，またデパート等
の売約品の専門の配送サーヴィス会社が成立しているのである」（η。
　気上氏は，商業資本の機能を「商品売買の合意」の形成に限定されたこと
によって，「商品の物理的な引き渡し」といういわば商業資本の使用価値実
現機能を保管と運輸とにおいて代行せしめることになっているのである。赤
島氏の所説においては，保管，運輸という追加的生産過程が「商品の物理的
な引き渡し」として規定されたことにおいて実質的に流通過程における価値
形成が認められることになっているのであり，流通過程の商業労働がいわば
くりぬかれることになっているのである。赤掘氏の所説においては，商業資
本の機能が「商品売買の合意の形成」として極めて狭く限定されたことに
よって流通過程においても価値や剰余価値が形成されることが帰結されるこ
とになっているのである。
　ところで，マルクスは，「商業利潤」という商業資本の本質的規定を論ずる
際に，商業資本の機能を「流通時間の短縮」に限定しているのであるが，そ
れは，商業資本の資本としての自立化を「発生論的」に問題にすることと密
接に関連しているのである。然るに，商業資本が産業資本の売買操作の機能
を遂行する限りにおいてのみ，その資本としての自立化の根拠が与えられ，
商業資本が資本として規定されるものとすれば，そこでの商業利潤とは固有
の商業利潤ではなく，産業利潤の分裂した一形態なのであり，産業利潤と同
質のものである。商業利潤が産業利潤の分与として規定されるのはまさしく
そのことの表現なのである。
　商業資本の機能が「発生論的」な展開において規定されたことによって，
マルクスの商業資本論の展開に問題を残すことになったのである。これに対
（7）同前，221頁。
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して，商業資本の独自的機能を問題にしょうとする場合は，現に成立してい
る商業資本の運動をそれが反復繰り返すものとして，即ち，機能論的に商業
資本を論ずることが必要なのである。そこでは，そもそもの商業の発生が問
題ではないのである。商品の生産と流通が一つの規則的な社会的過程として
展開するものと想定され，それらの不断の流れの中で流通，従って，商業資
本の機能を考察することが必要なのである。とはいえ，機能論的に商業資本
の運動を論ずることは，商業資本は全く独自的に運動するものと想定すると
いうことではない。商業資本が産業資本の基礎の上においてのみ運動が可能
なのであり，それ故に，一定の限界の内部でのみ自立化しうるということが
商業資本の独自的運動ということなのである。
　商業資本の本質を規定することにおいて，マルクスにいささかの誤りが
あったというわけではない。しかし，商業資本が資本として自立化するにい
たるならば，新たに如何なる機能をもつようになるかということ，そこに資
本主義社会における商業資本の独自性が存しているのである均㍉それが「発
生論的」に展開されたためにその独自性把握の道が閉ざされてしまったので
ある。商業資本の機能規定の「発生論的」展開について補完的な意味をもつ
とされるものが，「商人資本に関する歴史的考察」である。そこでの考察の特
徴についてみておこう。
　マルクスは，まず商人資本の歴史的意義を「資本主義的生産の中では，商
人資本は以前の独立的存在から資本投下一般の一つの特殊な契機に引き下げ
られ，また利潤の均等化は商人資本の利潤率を一般的平均に落ち着かせる。
商人資本はもはやただ生産的資本の代理者として機能するだけである」
（Kap．3359）として規定して，次いで，「資本主義二二産の発展と共に商業
資本は産業資本に従属してゆくもの」（Kap．3361）として規定するのであ
る。それ故，マルクスは，産業資本による近代社会の支配が確立した段階に
おける商業について，「産業が絶えず商業を変革する」（Kap．3365）ことに
なるのであり，「いまでは商業は市場の不断の拡張を生活条件とする工業生
一39一
268
産の召し使いになる。絶えず拡大される大：量生産は，既存の市場にあふれ，
従って絶えずこの市場を拡大し，その制限を突破しようと努める。この大量
生産を制限するものは，商業ではなく」，「（商業がただ現存需要を表わして
いる限りでは）機能している資本の大きさであり，労働の生産力の発展であ
る」（Kap．3369）としているのである。産業資本は生産を支配し，近代社会
を統括する原理として規定されるのに対して商業資本は，産業資本の運動の
一機能を担うかぎりにおいてその自立化の根拠が与えられるのであり，資本
の再生産過程の中での諸形態の一つでしかないとして規定されるのである。
マルクスは，「近代的経済の現実的科学は，理論的考察が流通過程から生産
過程に移るところで初めて始まる」（Kap．3369）としている。それは，近代
社会において生産過程の決定的重要性を表明したものであるが，同時に産業
資本の主導的活動に対して商業資本はその産業資本の運動に規制され，従属
的にのみ運動するものとして産業資本と商業資本の関係が把握されていると
いうことをも意味しているのである。マルクスにおいては，「商人資本の独
立な発展は社会の一般的な経済的発展に反比例する」（Kap．3359）ものと
されているのであり，それ故，「資本主義無生産の発展が進むにつれて商業
資本が産業資本に従属して行く」（Kap．3361）ものとして想定されている
のである。この商業資本の産業資本への従属が一面的に強調され，そこにそ
の機能が規定されたことが問題であったのである。
II）商業利潤の発生根拠について
　（1）「利潤の均等化」の「修正」について
　マルクスは，商業資本の運動を考察するにあたって，考察されるべき商業
資本の特徴とは次のようなものであるとしている。
　「商品取引資本は，それがただ商品資本の形態で存在するかぎり一社会的
総資本の再生産過程を見れば一，明らかに，産業資本のうちのまだ市場にあ
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りその変態の過程にあって現に商品資本として存在し機能している部分に他
ならない。それだから，ただ，商人によって前貸しされる貨幣資本，即ち
もっぱら売買だけに用いられるべき，従って決して商品資本と貨幣資本との
形態以外の形態をとらず，決して生産資本の形態をとらないで，いつでも資
本の流通部面にとじ込められている貨幣資本，一ただ，このような貨幣資本
だけが，いま，資本の総再生産過程に関連して考察されるべきものなのであ
る」（Kap．3304）。
　商業資本は，売買だけに用いられ，「商品資本と貨幣資本との形態以外の
形態」をとらないのであり，「いつでも資本の流通部面にとじ込められてい
る貨幣資本」（Kap．3304）のことである。そのような貨幣資本の描く運動形
式は，「G－W－G’（＝G十△G）」とされるものである。商業資本は，それ
が資本として規定されるために，その運動においては，「貨幣，交換価値の独
立的形態が出発点であり，交換価値の増殖が独立的目的である」とされるの
であり，「推進動機も規定的目的もGをG＋△Gに転化すること」（Kap．3
358）にあるとされるのである。しかし，商業資本は，それ自体において全
く独自的な運動を行なうものではなく，産業資本の運動の一過程W－Gを遂
行する限りにおいて自立的であり，資本として規定されうるのである。商業
資本は，ただ流通過程の中だけで行なわれる売買操作によって，従って購買
と販売の二過程を経過することにおいてのみ，その利潤△Gを生みだすこと
になるのであり，それを取得することによって資本でありうるのである。然
るに，流通過程においては，商品価値の形態転換がなされるにすぎないため
に価値も剰余価値も生産されないと想定されているのである。即ち，流通過
程では商品の変態のほかには何も行なわれないのであり，「商品の変態は価
値創造や価値変化とは何の関係もない」（Kap．3310）ということである。更
に，販売と購買の二過程が「純粋な姿」において考察される場合には，等価
交換，生産価格（＝価値）通りの交換が前提されねばならないのである。
　かくて，「その純粋な姿では価値を増殖する手段ではない」（Kap．1166）
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とされた流通過程の中だけで運動するとされる商業資本が如何なる方法に
よって，如何なる根拠において利潤を生みだし，商業利潤論における資本と
して規定されうるのかということ，これが明らかにされねばならない課題な
のである。換言すれば，商業労働が剰余価値を生産しないという条件で等価
交換という原則の下で如何に商業資本のための利潤の発生を明らかにするこ
とができるかということである。（8）
　マルクスは，まず商業資本が価値も剰余価値も創造しえない理由は，商業
資本の運動は，全く独自的なものではありえず，産業資本の一機能，商品の
貨幣への転化過程W－Gを遂行するというそのことにあるとする。
　「産業資本家自身によって行なわれる商品の売りと買い一商品資本の変態
W　G　Wは要するにこれである一が決して価値や剰余価値を創造する操作
ではないとすれば，それが産業資本家によってではなく他の人々によって行
なわれてもこのような操作になることはできない。又，社会的総資本のうち
の，再生産過程が流通過程によって中断されないで連続するためにはいつま
でも貨幣資本として利用可能でなければならない部分一このような貨幣資本
が価値も剰余価値も創造しないとすれば，それは，産業資本家によってでは
なく，他の部類の資本家によって同じ諸機能の遂行のために絶えず流通に投
ぜられることによっても，価値や剰余価値を創造するという性質を得ること
ができない」（Kap．3311～2）。
　ここでは，産業資本の運動の一過程を遂行するかぎりにおいてのみ商業資
本が自立化するものとされているのである。しかし，そこでは商業資本の独
（8）　「利子生み資本」においては，商業利潤を含めた平均利潤率が「平均率の完成した
　姿」（Kap，3・370）であるとされ，平均利潤という場合には，「産業利潤と商業利潤と
　の間に区別を設けることはもはや必要ではない。資本が生産部面の中で産業に投下さ
　れるか流通部面で商業に投下されるかにかかわらず，資本はその大きさに比例して同
　じ年間平均利潤を生みだすのである」（Kap．3・370）とされている。「生産と流通とが
　機能的には同一の資格をもつものとされているといえよう。生産の流通に対する優位
　性の主張にもかかわらず，それがここでは両老が同格的に扱われているのである。
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自的機能の発生が特別に問題にされることなく，商業資本の機能が産業資本
の一機能に還元されてしまっているのである。流通過程において価値も剰余
価値も生産されないという前提が堅持され，産業資本における売買操作の機
能が産業資本家に属するものであり，その売買操作の機能を担う限りにおい
て自立した商業資本は，価値も剰余価値も創造しえないとされているのであ
る。産業資本の一機能の代位，分担のみが論じられ，商業資本の独自的運動
が想定されえないとすれぽ，商業資本の「空費」（Kap．2130）的性格が帰結
されることも当然のことである。
　次いで，マルクスは，商業資本が商品から貨幣への転化という機能を行
い，剰余価値の実現を媒介する運動を行なうことにおいて，商業資本は，「一
般的利潤率の規制に参加」し，「総利潤から自分の配当を引き出す」（Kap，3
329）ことができるとする。剰余価値を生産せず，生産された剰余価値を実
現するのみであっても，商業資本が「一般的利潤率の規制に参加」すること
ができるということであるが，それは，剰余価値の実現過程は，その生産過
程と同様に社会的総資本の再生産過程の一過程を構成することによるもので
あり，「流通過程は総再生産過程の一段階である」（Kap．3310）ということ
が，商業資本も産業資本と同じ資格において利潤の分配過程に参加すること
の根拠とされているのである。それ故，商業利潤の発生根拠は，商業資本が
如何に利潤発生に際して機能したかということにではなく，如何なる機能を
遂行するものとして予定されているかということに，従って流通過程が社会
的再生産過程において不可欠の過程であり，生産過程の社会的形態に関わり
のない過程であるとされるそのことであるとされているのである。
　かくて，マルクスは，「産業資本の流通段階も生産と同様に再生産過程の
一段階をなしているのだから，流通過程で独立に機能する資本も種々の生産
部門で機能する資本と同様に年間平均利潤をあげなければならない」（Kap．3
312）のであり，「商人資本は，それが総資本の中に占める割合に比例し
て，一般的利潤率の形成に規定的に参加する」（Kap．3316）ことができると
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するのである。商業資本として問題にされる資本とは，「利潤の分配には参
加するがその生産には参加しない資本である」（Kap．3315）として，商業資
本はその誕生から既に平均利潤を保証されたものとして現われているのであ
る。産業資本の「分身」であるが故に，商業資本は生まれながらにして利潤
の分配に与える資格を持つものとされているのである。
　マルクスは，社会的再生産過程にたずさわる総資本の一加除部分であるか
ぎりにおいて，そのものとして商業資本は一般的利潤率の形成に参加しうる
ものとしているのであり，それ故，そこでは「一般的利潤率には既に商人資
本のものになるべき剰余価値からの控除，従って産業資本の利潤からの控除
が含まれている」（Kap．3317）ということが前提されているのである。そこ
では，商業資本がその独自的機能の故に資本として規定されるのではなく，
産業資本の一分肢であることの故に，従って商品資本の機能に還元されるこ
とによって，資本として規定され，商業利潤が発生するものとされているの
である。その意味では，商業資本は産業資本における不変資本と同じ性格に
おけるものとして理解されているといえよう。
　産業資本の利潤分配過程に商業資本が介入し，それが利潤を享受するもの
として前提されるならば，一般的利潤率の形成は「修正」されることにな
る。「商人資本の介入による利潤の補足的な均等化」（Kap．3318）が必要に
なるということである。マルクスは，このような一般的利潤率の形成が産業
資本とその競争から出発して後に商人資本の介入によって「訂正」され，「補
足」され，「修正」（Kap．3318）されるという方法は「科学的分析」の進め
方であるとするのである。一般的利潤率の形成をまず産業資本のみの場合に
ついて論じ，次いで商業資本が介入した場合について論じるという方法こそ
が「科学的に正しい方法」であるということである。そのような展開方法に
よって，商業利潤が産業利潤によって規制されるものであることが明らかに
されうるのであり，それ故，商業資本は，資本主義的生産様式の内部におけ
る資本の一投下形態であり，産業資本の運動を基礎としてのみ実存しうるも
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のであるということが明らかにされうるということなのである。
　ここで，商業資本が一般的利潤率の形成に介入することが容認されえたと
しても，その場合の「利潤の均等化」の方法自体が問題なのであり，またそ
の「修正」が何を意味するかということが問題なのである。（9）
　マルクスが「商業利潤」論で問題にしている一般的利潤率の形成の方法
は，生産された総利潤を生産に参加した産業資本と商業資本との全体におい
て均等化するという方法である。一方には総資本があり，他方には総利潤が
あるということである。しかし，それは，一般的利潤率が「諸資本の競争」
の結果として形成されることが明らかにされた上で問題になりうる方法であ
り，一般的利潤率を理念的に確定するという限りでのみ有効な方法である。
利潤の生産に参加しない商業資本が介入した場合，利潤率がどのように形成
されるかを明らかにする方法としては適切ではないものといえよう。マルク
スがr資本論』第3部第二編において展開した一般的利潤率の形成の方法と
はそのような理念的な方法のみではなかったのである。
　『資本論』第3部の第二編では，「部門特殊利潤率」が全生産部門において
一つの均等な利潤率，一般的利潤率に転化するものとして，従って，「諸資本
（9）宇野弘蔵氏は，ここでの「修正」について，次のように指摘されている。「商業資本は
　産業資本の運動の一部分過程を代位分担し，或はその過程をより有効に代位するもの
　として独立化したというのではなく，産業資本の流通過程そのものを代表して担当す
　るものとして考察される」のである。しかし，マルクスにおいては，「産業資本の商品及
　び貨幣形態をとるいわゆる流通資本部分に対する利潤として説かれているのであっ
　て，それはこの流通資本が商業資本として独立することから生ずる問題としてではな
　い。…　　それは商業資本という独立の資本の形態をとらないとしても，産業資本自身
　がこの流通部面にその資本を留保しなければならない限り，当然に予想されなければ
　ならない」…　　しかし，そのことは「商業資本として独立する以前に既に予定せられ
　たものを商業資本によって説いたにすぎない」（「商業資本と商業利潤」『マルクス経済
　学部理論の研究』岩波書店，1959年，6！頁）ということである。宇野氏は，「資本の一部
　が商業資本に独立化し，他の産業資本とならんで，一企業資本となるためには，単に各
　産業と並んで商業が一企業としてあり，同じように平均利潤を受けるものとしてある
　というだけでなく，…　全社会の資本が常に資本として機能し得るものとして（あ
　る）」（同前277頁）ということが必要であるとされているのである。
一45一
274
の競争」機構を媒介として一般的利潤率の形成が論じられているのである。
その場合「部門特殊利潤率」を確定し，それから出発することが重要なので
ある。「部門特殊利潤率」とは，生産部門毎に生産条件が平準化される傾向に
あることを根拠としているのであり，一定の生産部門に投下されている資本
の平均的で，標準的な関係を問題にしたものである。生産部門が異なる場合
には，資本の有機的構成と回転期間に相違が生じ，それに対応して異なる利
潤率が形成されることになるのである。生産条件の差が諸資本の競争におい
ても解消されえないのであり，そのことを示すものが「部門特殊利潤率」な
のである。商品の価値通りの販売を前提することによって，各生産部門にお
いて利潤率が個別的に確定されることが必要なのであり，それ故，マルクス
は，「部門特殊利潤率」は，「商品の価値から展開されなければならない。こ
の展開がなければ，一般的利潤率は無意味な，無内容な観念でしかない」
（Kap，3．182）としたのである。一般的利潤率が価値実体のあるものとして
規定されるためには，一般的利潤率の形成に関わる「諸資本の競争」は，「部
門特殊利潤率」を現実的基礎としなければならないのである。
　この「部門特殊利潤率」が夫々相違しているために，それを基礎として，
生産部門間における諸資本の競争が惹起されることになり，一般的利潤率が
形成されることになるのである。一般的利潤率が形成されることによって，
生産された総利潤は，諸資本が総資本の中で占める加除部分に応じて，即ち
夫々の大きさに比例して，諸資本の問に分配されることになるのである。諸
資本の競争機構を前提とするが故に，一般的利潤率の計算を総利潤と総投下
資本（産業資本＋商業資本）との関係として行なうことができたのである。
　かくて，マルクスが「一般的利潤率は，各特殊生産部門夫々の色々な利潤
率が既に生産部門と同じ数だけの平均率に還元されていることを前提する」
（Kap．3182）としているのも，「部門特殊利潤率」の意i義を示したものとし
て理解されるのである。確かに，マルクスは，一般的利潤率の形成につい
て，「部門特殊利潤率」を基礎とする方法のみではなく，総資本と総利潤を対
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回忌るという方法についても次のように指摘している。
　「夫々の生産部門の違う資本家達は，自分の商品を売ることによってその
商品の生産に消費された資本価値を回収するのではあるが，彼らは，彼ら自
身の部面でこれらの商品を生産するときに生産された剰余価値従って利潤を
手に入れるのではなく，ただすべての生産部門をひっくるめて社会の総資本
によって一定の期間に生産される総剰余価値または総利潤のうちから均等な
分配によって総資本の各回除部分に割当るだけの剰余価値従って利潤を手に
入れるだけである」（Kap．3！83）。
　しかし，ここでは，剰余価値の生産に関わった諸資本が競争過程を通して
もその生産条件の相違を解消しえないということが利潤率における相違とし
て確定された上で，社会の総資本と総利潤の関係として議論がなされている
のである。そこでは一般的利潤率の形成が理念的に論じられうるための前提
が既に明らかにされているのである。これをマルクスの「フ．ラソ」にそくし
て表現すれば，「資本一般」と「諸資本の競争」の関係であるといえよう。
「資本一般」の下で理念的に一般的利潤率の形成が論じられ，「諸資本の競
争」においてはその一般的利潤率の形成に現実的根拠を与えるものとして
「部門特殊利潤率」が均等化することが明らかにされたのである。それ故，
一般的利潤率の形成の「修正」もその現実的根拠の展開を必要とするのであ
る。
　かくて，商業資本の介入による「利潤の均等化」の議論も理念的にのみ問
題にされるのではなく，「諸資本の競争」が前提されねばならないものとい
えよう。換、回すれば，「部門特殊利潤率」が確定されて初めて「諸資本の競
争」機構による利潤率の均等化が達成されるものとすれば，商業資本の利潤
率（＝「部門特殊利潤率」）が確定されえなけれぽ，一般的利潤率の形成の
「修正」もいうことはできないということである。商業資本もその独自の機
能において自ら利潤を創造しているという前提があって，従って，「部門特
殊利潤率」としての商業利潤が確定された上で，商業資本は，「諸資本の競
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争」の機構に介入しうることになるのである。
　商業資本が産業資本と同じ資格で利潤率の均等化に参加しうるためには，
商業資本において固有の「部門特殊利潤率」が成立していることが必要であ
る。「部門特殊利潤率」の相違を基礎として諸資本が競争を展開するのであ
り，その競争の現実的基盤を欠いては競争を論じることはできないのであ
る。マルクスは，「流通過程で独立に機能する資本も種々の生産部門で機能
する資本と同様に年間平均利潤を挙げなければならない」（Kap．3312）と
して，その理由は，「もし商人資本が産業資本よりも高い平均利潤率を挙げ
るならば，産業資本の一部分は商人資本に転化されるであろう。もしそれが
より低い平均利潤率を挙げるならば，反対の過程が起きるであろう。商人資
本の1部分は産業資本に転化されるであろう。商人資本よりも容易にその用
途，その機能を変えられる資本部類はないのである」（Kap．3313）というこ
とであるとしているのである。
　ここで，マルクスの指摘するような一般的利潤率の形成が「補足」され，
「修正」されるということは，商業資本という自立化した資本の介入によっ
て生じるのではなく，売買操作が産業資本家の機能とされる限りにおいて，
そのために資本が投下されたことによるものである。しかし，商業資本が資
本として自立化し，相対的にではあるが，独自的な運動を展開する限り，そ
こではその源泉の問題は別としても商業資本に固有な利潤率が形成されるも
のとされねばならないのである。即ち，商業資本の介入によって産業資本の
みの場合の一般的利潤率の均等化が「修正」され，「補足」されるということ
ではなく，商業利潤率が確定された上でそれをも含めた利潤率の平均化の機
構が存在することが明らかにされねばならないのである。それが一般的利潤
率の形成についての「補足」であり，「修正」の内容である。
　マルクスは，流通過程も社会的再生産過程の一過程を構成するというこ
と，産業資本のW－Gの機能を行なうということ，これを論拠として，商業
に投下された貨幣は，資本として，利潤をもたらすものとして回収されるこ
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とになるとしているのである。社会的再生産過程の内部において運動する資
本が資本として規定されるのは，自立的に運動しながら価値を増殖するとい
うことにおいてであり，賃金労働者の支配により不払い労働を搾取すること
においてである。確かに，マルクスの指摘するように，商業資本の自立性も
産業資本に規制されるものであり，仮象でしかない。とはいえ，商業資本の
運動は一定程度において相対的独自性をもち，「市場の拡大」という独自の
機能を遂行するのである。商業資本は，産業資本の一分肢でしかないものと
して想定され，従って，産業資本の機能に還元されることによって，商業労
働者に対しての支配の故に資本として規定されるのではなく，即時的に資本
として規定されることになっているのである。商業資本の運動が産業資本の
運動を基礎としてのみ可能であるということと，それが全て産業資本によっ
て規制されるということとは区別されねばならないのである。商業資本が資
本主義的に行なわれる商業であるということは，そこでは相対的独自性にお
いて商業資本の運動が想定されるということである。
　商業資本の自立化の根拠が「流通時間の短縮」にあり，それによって社会
的再生産の規模の縮小が免除され，流通過程に前貸しされる貨幣資本が節約
されることにあるとすれば，商業資本はその機能を商業労働者の労働におい
て行うのである。商品の貨幣への転化の機能は，本来産業資本家に属するも
のであるとしても，それが商業資本において資本主義的経営において行なわ
れることによって，その同じ過程が別の様相を呈することになるのである。
商業資本が資本として自立的な運動を展開するとはまさにそのことなのであ
る。この点については後に検討することにして，ここではとりあえず，社会
的再生産の機能を果たす限りにおいて，資本は価値増殖を果たしうるものと
すれば，流通過程における商業資本の行う機能それ自体に商業利潤発生の根
拠が求められねばならないものといえよう。商業利潤発生の根拠が商業資本
が社会的再生産過程の一過程を構成することにあるとすれば，その流通過程
における商業資本の運動，商業労働者の労働にその利潤の源泉を求めること
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が必要なのである。それが産業資本の販売W－Gの過程が資本として自立化
し，資本主義的商業において行なわれるということの意味なのである。
　ところで，マルクスは，資本主義的生産様式を総括する原理を産業資本に
求めた際，剰余価値の創造に関して生産と流通を決定的に相違するものとし
たのである。産業資本との相違もそれが価値増殖の内的原理を宿すのか否か
に求められたのである。しかし，剰余価値の分配については，生産と流通は
同一の資格をもつものとして規定されているのである。剰余価値の生産につ
いての極めて厳密な規定が堅持されながら，流通が社会的再生産過程におけ
る一段階として規定されねばならないとすれば，商業資本は，剰余価値の分
配にのみ参加することが前提とされざるをえなかったのである。しかし，剰
余価値の分配について生産と流通が同一の資格をもつものとされる根拠は，
両者が共に何等かの形において調余価値の生産に関わるものとして与えられ
ねばならないのであり，その点において，資本主義的生産様式の支配が確立
した段階における商業資本の独自の機能の意義について再検討が必要である
ものといえよう。
　（2）「資本機能の委譲」としての販売について
　商業資本の介入によって，一般的利潤率の形成は，「修正」され，商業利潤
の発生をいうことができたとしても，それだけで商業資本は，商業利潤を手
に入れることはできないのである。「修正」によっては商業利潤率の大きさ
が平均利潤率に等しいものとして確定されたにすぎないのである。商業資本
の手に平均利潤の形で落ちる剰余価値は，「生産的資本全体が産みだした剰
余価値の一部分」（Kap．3312）であるとしても，問題は，「商業資本がどの
ようにして生産的資本が産みだした剰余価値又は利潤のうちから自分のもの
になる部分を引き寄せるのか」（Kap．3312）ということである。
　然るに，商業資本の利潤は「それが販売する商品の価格から引き」（Kap．3
313）だされねぽならないのであり，それ故，商業利潤とは，商業資本が二
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業資本から仕入れた購買価格と消費者に売りわたす販売価格との差額のこと
として規定されるのである。そこで問題は如何に流通過程における等価交換
の原則のもとで，この差額の発生を説明することができるのかということで
ある。かくて，マルクスの指摘するように「産業資本は，流通ではそれまで
に生産された剰余価値または利潤を唯実現するだけであるが，商人はこれと
は反対に，流通のなかで流通によって自分の利潤をただ実現するだけでなく
はじめてそれを得なければならない」（Kap．3313）とすれぽ，商業資本は，
流通それ自体から如何にして利潤を引き出すことができるかということが問
題なのである。
　商業資本は，「その利潤をただ流通の中で流通によって挙げる」（Kap．3
315）ことを明らかにすることが必要なのであるが，マルクスは，その方法
は産業資本家から商品を生産価格以下で購入し，消費者に生産価格で販売す
ることによって生ずるものとしている。即ち，「商業資本は，商品のうちに含
まれている不払い労働を全部は生産的資本に支払わないでおきながら，商品
を売るときには，まだ商品に含まれているが自分はそれに支払っていないこ
のような部分にも支払ってもらうことによって，利潤を得る」（Kap．3324）
ということである。商業資本は，産業資本によって生産された剰余価値の一
部分を「産業資本から自分の方に移させることによってそれを自分のものに
する」（Kap．3324）ということが如何にして可能なのかということが問題
なのである。
　ここで，マルクスに従って具体的な数字によって商業資本が如何に商業利
潤を取得するかを見ておこう。産業資本において前貸しされた資本は900
K1であり，生産手段に720，可変資本として180が投下され，剰余価
値率を100％として，商業資本が100K2であるとすれば，生産された
総剰余価値は180Mであり，総投下資本は1000Kであることから一般
的利潤率は18％になる。
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投下資本
生産物価値
商業資本
利潤の分割
720C十180V　：900Ki
720C十！80V十180M＝1080W
lOOK2
180P＝＝162Pi十18P2
　ここで，産業資本がその生産物を1062W（＝900K：1十162PI）
で商業資本に売り，商業資本がその1062Wに自己自身が取得するものと
されている利潤18P2を加えて，産業資本から購入した商品をその価値に
等しい1080Wで消費者に販売する。これによって，産業資本によって生
産された総剰余価値が利潤180Pとして社会的に実現され，産業資本は1
62P1の産業利潤を手に入れ，又，商業資本は販売価格と購入価格の差額
である商業利潤18P2を取得することになるのである。とはいえ，販売価
格と購入価格の差額として商業利潤が析出されたのではなく，商業利潤率
は，平均利潤率に等しいものとして先験的に与えられているのである。ま
ず，商業資本の機能の遂行に先立って商業利潤の大きさが確定された上で，
その商業利潤に等しくなるように差額が設定されるのであり，そのような差
額の発生するように，商業資本の購入価格が決定されるということになって
いるのである。マルクスは，「商人は自分の利潤をただ流通の中で流通に
よって挙げるのであり，ただ彼の購買価格を越える彼の販売価格の超過分に
よって挙げるのである」（Kap．3315）としている。しかし，購買価格を越え
る販売価格の超過分は，商業資本の二度の販売によって確定されるものでは
なく，始めから決定されているのである。商人が販売する価格が生産価格に
等しいものであるとしても，商人が産業資本家から購入する価格は，生産価
格よりも安くしなければならないのであり，しかもどの程度安くするかとい
うことは，商業資本の独自的運動によっては決定されえないものとして，マ
ルクスはそれに客観的根拠を与えるものとして，商業利潤が先験的に決定さ
れねばならないとしたのである。購入価格は価値以下であるということは当
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然であるとしても，それがどの程度かということが問題なのである。マルク
スは，この最も肝心な問題を先験的に所与としたのである。
　次の問題は，商業資本が産業資本から1062Wで購入する商品価格は生
産価格（＝価値）以下であるが，その価値以下での販売をどのように理解す
るかということである。マルクスは，「産業資本によって実現される商品の
価格（販売価格，1062W）ではまだ剰余価値又は利潤の全部が実現され
てはいない」（Kap。33！7）ということであるとする。産業資本から商業資本
への販売に際しては総剰余価値の内162P1しか実現されなく，商業資本
から消費者への販売において残りの！8P2が実現されるということであ
る。剰余価値の実現過程が二度の販売において分割されるということであ
る。しかし，そこでは剰余価値の実現が二度に分割されねばならない理由に
ついては全く言及されていないのである。問題は，何故剰余価値の実現が分
割して行なわれねばならないかということなのである。更に，マルクスは，
「商人の販売価格が購入価格を越えるのは，販売価格が総価値を越えるから
ではなく，購入価格が総価値に満たないからである」（Kap．3317）としてい
る。購入価格が総価値に満たないということは，価値以下で商業資本が産業
資本から商品を購入するということである。即ち，剰余価値の実現の分割と
いうことも価値以下での販売を別様に表現したものでしかないのである。
　産業資本家の商人への販売は，1080Wの価値のある商品が1062G
と交換されるということであり，それは明らかに価値以下での販売であり，
等価交換の原則に反する販売である。この価値以下での販売についての説明
は，例えば，森下二次也氏においてe：　，「産業資本家の商人への販売は，勿論
売買の形式をとるが，本来の販売ではない。社会の総資本内部における資本
の機能の委譲とそれに伴なう剰余価値の分割の過程にすぎない」㈹とされて
いるのである。しかし，剰余価値の二度の実現ということは，「資本機能の委
（10）森下二次也「商品取扱資本」『資本論講座』4，1964年，337頁。
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譲」による剰余価値の分割であるということと同義反復でしかないのであ
る。
　更に，森下氏は，1062Gは「産業資本家にとっては生産価格である
が，商業資本家にとっては費用価格」であるとされ，1062Gは当該商品
の価値以下であるとはいえ，産業資本家にとっては生産価格による販売であ
るが故に「それは等価交換の原則に反するものではない」（11）とされるのであ
る。しかし，ここでの森下氏の説明では，同じ商品について二様の生産価格
が形成されることになるのである。産業資本家にとってであれ，商業資本家
にとってであれ，当該商品の生産価格は1080Gでしかないのである。
又，1062Gが商業資本家にとって費用価格であるとされるのは，誤りで
あるといえよう。1062Gの運動によって商業利潤18P2が生みだされ
たわけではないからである。商業資本によって産業資本からの商品購買のた
めに投下された貨幣は，資本として機能するものでばないのである。この点
については，後に再び言及することにする。
　又，深町郁弥氏は，この産業資本家と商業資本家との取引は，本来の取引
ではないとされる。深町氏は，「商品の生産価格に等しいのは商人の販売価
格であり，産業資本家のそれは生産価格以下である。この産業資本家から商
人への販売は本来の意味でのそれではない。資本としての商業資本への剰余
価値の分与過程であるにすぎない」（12＞とされているのである。深町氏の場合，
商業資本による販売のみが「本来の取引」であるということになる。商業資
本の販売の相手が産業資本の場合，即ち，産業資本が商業資本から購入する
場合は「本来の取引」であるが，その逆の場合，産業資本が商業資本に販売
する場合は「本来の取引」ではないということになるのである。それは流通
（11）森下二次也『現代商業経済論一序説＝商業資本の基礎理論一』有斐閣，1960年，165
　頁。
（12）深町郁弥「商品取り扱い資本と貨幣取り扱い資本」宇高／島編rマルクス経済学体
　系』皿，有斐閣，1966年、100頁e
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過程についての極めて不合理な前提である。しかし，相互に自立した資本が
流通過程の対極に対応する場合は，「本来の取引」とされねばならないので
あり，産業資本の商業資本への販売が「本来の取引」ではないものとして想
定されることは流通機構の実体を掩乱的にしか把握されえないものといえよ
う。
　かくて，産業資本から商業資本への販売は，「資本機能の分割」（Kap．3
322）であり，剰余価値の分与の過程であり，従って，本来の販売ではない
が故に，そこでは価値以下の販売は流通過程の原則を犯すものではないとい
うことになるのである。しかし，産業資本の商業資本への販売が「資本機能
の委譲」であり，総利潤の一部の商業資本への分与の過程として規定される
ことそのこと自体が問題とされねばならないものといえよう。産業資本と商
業資本という自立した諸資本の間で「資本機能の委譲」を想定するというこ
とは，不等価交換を想定することと同じ問題である。商業利潤の発生を説く
ために，不等価交換という代わりに「資本機能の委譲」が持ち出されたにす
ぎないのである。「資本機能の委譲」による利潤の分与として商業利潤の取
得が説かれる限り，商業利潤の発生を不等価交換において説くという以上の
説明ではないものといえよう。
　産業資本の一分肢としての商品資本が商業資本として自立し，独自的運動
を展開することが想定される場合，産業資：本と商業資本との間に「資本機能
の委譲」ということは介在しえないのであり，又両者の間では本来的な取引
が行われるものとされねぽならないのであり，その取引においては等価交換
の原則が堅持されねばならないのである。問題は，’商業利潤の発生を不等価
交換，「資本機能の委譲」において明らかにするのか，商業資本が商業労働者
を雇傭することに求めるのかということに存するのである。商業資本の自立
化が想定され，商業資本が資本主義的弓自性において機能するものとされる
ならば，そこに商業資本自らによる商業利潤の創出が問題にされねばならな
いものといえよう。
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　ところで，マルクスは，「商人資本に関する歴史的考察」において，商業資
本の運動と商業利潤の関係について次のように指摘している。
　「商業資本の運動はG－W－G’だから，商人の利潤は，第一に，ただ流
通過程の中だけで行なわれる行為によって，つまり買いと売りという二つの
行為で，得られる。そして，第二に，それは最終行為である売りで実現され
る。つまり，それは，譲渡利潤である。一見したところでは，純粋な，独立
な商業利潤は，生産物が価値どおりに売られるかぎり，不可能に見える。高
く売るために安く買うというのが商業の法則である。だから，等価物と等価
物との交換ではない。そこに価値の概念が含まれているのは，ただ，種々の
商品はすべて価値であり，従って，貨幣である，という限りでのことであ
る。質からみれば一様に社会的労働の表現であるという限りでのことであ
る。しかし，種々の商品は等しい価値量ではない」（Kap．3361）。
　ここで，商業利潤とは，独自の存在理由をもつものとしてではなく，「譲渡
利潤」として規定されているのであるが，商業利潤がかかるものとして規定
されるのは，「商業の法則」とは不等価交換に立脚するものであるとされる
ことによるのである。しかし，商業利潤が「譲渡利潤」として規定されるか
ぎりにおいては，商業資本の独自的な運動は問題になりえないものといえよ
う。
　かくて，産業資本は，商品を1062Wで商業資本に「譲渡」販売するこ
とによって前貸し資本900Kを回収し，利潤162P1を手に入れるので
ある。これに対して，商業資本は，産業資本から購入した商品を1080W
で販売することによって1062の貨幣を回収し，利潤！8P2を手に入れ
るのである。ここで，利潤18P2とは，1062の貨幣が生みだしたもの
ではないのである。産業資本の商品購入のために商業資本によって投下され
た貨幣には何等かの価値量の変化が生じたわけではないのである。それ故，
1062Gは商業資本にとって資本として機能するものではないのである。
商業資本として投下された100K：2は，これまでのところ回収されてはい
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ないのである。それは費用として商品価格の中に入り込みえないものだから
である。しかし，回収されない貨幣は，資本ではありえないのである。
　マルクスは，この商業資本100K2が回収されないことについて，次の
ように指摘している。
　「この貨幣資本（商人の前貸し貨幣資本・・引用者）は，産業資本家の固
定資本のようなもの，といってもまだ消費されていないのでその価値が商品
の価値の要素にはいっていないかぎりでの固定資本のようなものである」
（Kap・3　318　）　．
　ここで，貨幣資本が「固定資本のようなもの」とされていることの意味が
不明であるが，商業資本100Kが商品価値に入りこまないということは，
どれだけ使用しても価値的に減少しないものとして想定されているというこ
とである。商業資本100K2は，一度投下されれば価値的に減価するもので
はないので，その補填の必要はなく，絶えず利潤を生みだし続けるものとし
て規定されているのである。商業資本は，「特定の貨幣額の代表者」（Kap．3
299）として市場に現われるのであるが，その貨幣額とはここでは，106
2W＋100K2＝1162Gであり，そのうち商業利潤を生みだし，資本
として機能するのは100K2であり，他の1062Wは，そのまま商業資
本に還流するとされるものである。
　ところで，これまで商業資本の運動形式は，G－W－G’であるとしてき
たが，厳密に言えば，それは正しくはない。最初に商品購買のために投下さ
れた貨幣！062Gは，その価値を増殖させることなく，価値量において変
化するものではないからである。商業資本の機能が「再販売購入」であると
いうことは，その運動は，G－W・W－Gとして規定されねばならないので
あり，これに△Gが加わるのは，価値を減少させない「固定資本のようなも
の」である100K：2が別個に投下されたためである。商業資本によって商
品購入のために投下された貨幣1062Gは，その大きさを変えるわけでは
なく，単なる貨幣として商品価値の実現に役立つにすぎないのであり，それ
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故，それは資本として機能したわけではないのである。商業資本の運動とは
商業利潤をもたらすものとしての100K2の運動のことであるが，マルク
スにおいてはその運動の過程，従って回収については明確にされてはいない
のである。
　商業資本は，商品から貨幣への姿態変換の過程にある流通資本の一部の独
立化したものである。それは生産資本としての産業資本と流通資本としての
商業資本という産業資本の資本の特殊化され，区別された一実存様式にすぎ
なかったのであるが，いまでは商業資本はこの統一体から分離し，独立して
特殊的機能を担う一特殊的資本として自立化しているということなのであ
る。産業資本の運動の一過程を担うものとして商業資本が規定され，商業資
本は生産者の商品資本そのものの転化形態として規定されるとしても，それ
が資本として自立化しているそのこととして論じられねばならないのであ
る。商業資本が産業資本に直接的に規制されるのではなく，それは相対的独
自性におけるものとして，一定の程度ではあれ，独自的運動を担うものとし
て規定されねばならないのである。その意味で商業資本の機能について資本
主義の発展と共に「質的変化」が生じているものとして理解されねばならな
いのであり，この「質的変化」が如何に評価されるかということにおいてこ
そ，商業資本論の理論的性格が規定されることになるものといえよう。
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